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1. 2022年6月期第2四半期の連結業績（2021年7月1日～2021年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年6月期第2四半期 3,937 ― 255 ― 262 ― 148 ―

2021年6月期第2四半期 1,675 23.8 △362 ― △348 ― △508 ―

（注）包括利益 2022年6月期第2四半期　　156百万円 （―％） 2021年6月期第2四半期　　△505百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年6月期第2四半期 28.99 ―

2021年6月期第2四半期 △100.25 ―

（注）1.当社は、2021年７月１日付で普通株式１株につき1.1株の株式分割を実施しています。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し

　　　　て、「１株当たり四半期純利益」を算定しています。

2.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、2022年６月期第２四

半期に係る各数値については、当該会計基準を適用した後の数値となっており、対前年同四半期増減率は記載していません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年6月期第2四半期 10,251 5,422 52.9

2021年6月期 9,404 5,225 55.6

（参考）自己資本 2022年6月期第2四半期 5,422百万円 2021年6月期 5,225百万円

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、2022年６月期第２四半

　　　期に係る各数値については、当該会計基準を適用した後の数値となっております。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年6月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00

2022年6月期 ― 0.00

2022年6月期（予想） ― 20.00 20.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

（注）当社は、2021年７月１日付で普通株式１株につき1.1株の株式分割を実施しています。2021年６月期については、当該株式分割前の実際の配当金の額を

　　　記載しています。

3. 2022年 6月期の連結業績予想（2021年 7月 1日～2022年 6月30日） （％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,500 ― 950 ― 950 ― 600 ― 116.76

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）1.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、上記の連結業績予想に

ついては、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前期増減率は記載していません。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料９ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年6月期2Q 5,668,995 株 2021年6月期 5,668,995 株

② 期末自己株式数 2022年6月期2Q 484,837 株 2021年6月期 543,737 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年6月期2Q 5,138,604 株 2021年6月期2Q 5,069,025 株

（注）当社は、2021年７月１日付で普通株式１株につき1.1株の株式分割を実施しています。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し

　　　て、発行済株式数（普通株式）を算定しています。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的と判断する一定の数値に基づいており、実際の業績
は様々な要因により大きく異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料の３ページ

「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルスに対する各国の感染防止対策やワ

クチン接種の促進により、国・地域によっては徐々に明るさが見え始めていましたが、新たな変異株によ

る感染症の再拡大や、それに伴うサプライチェーンの混乱などにより、再び、社会経済活動が抑制される

恐れがでてきました。 

当社グループの属する建設コンサルタント業界は、国土強靭化対策など国や自治体の公共投資規模の持

続を受けて概ね堅調に推移しましたが、慢性的な人手不足による働き方改革の遅れへの対応や生産性の向

上を実現するための DX 戦略への対応が喫緊の課題となっています。 

このような状況の中で、当社グループは３か年の最終年次を迎えた中期経営計画「Co-Creation（共創）

22」に基づき、グループ内および外部企業・団体との連携により、基本戦略である「次世代事業の創出と

業務/市場/顧客の多様化」、「多様な人材の雇用と強化」、「DX による生産性向上」の確実な実現に向けて業

務を推進しています。 

モビリティ形成事業では、国のスマートモビリティチャレンジに選定されている「基山町スマートモビ

リティ」の実証実験など、次世代のモビリティサービスの社会実装に取り組んでいます。社会インフラ、

防災事業では、AI を用いたインフラ診断技術の開発を進めており、コンクリートの劣化に関する解析手法

の論文が「第 3回 AI・データサイエンスシンポジウム」において特別賞を受賞しました。また、先行的に

市場投下した橋梁下部工モニタリングシステムについては、着実に顧客が拡大しています。環境、都市・

地域再生事業では、沖縄市と企業共同体で沖縄コザ公園サッカー場跡地のホテル建設に関する協定を締結

し、沖縄初の「パーク PFI」などの取組を推進しています。海外事業では、少しずつですが各国の入国制

限が緩和され、スリランカ、バングラディシュなどでは、現地での防災・水資源事業活動が再開されてお

り、また、ベトナムの防災業務の獲得など受注も好調で、今期の業績回復が期待されます。 

SDGs 関連では、グループ全体でサスティナビリティへの取り組みを推進するため、2021年 11 月にサス

ティナビリティ推進委員会を立ち上げました。また、株式会社福山コンサルタントにおいては、北九州市

SDGs 登録事業者に認定されました。 

東京証券取引所の再編に伴い、同年 10 月にスタンダード市場の選択申請を行ないました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間は、受注高は91億41百万円、売上高は39億37百万円となりまし

た。 

損益面では、売上の堅調な増加によって経常利益２億62百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は

１億48百万円となりました。 

当社グループの事業では、業務処理過程において稼働率の変動があります。受注直後の前工程では、基

礎となるデータ収集や外部委託検討等が多く、本格的な生産活動は事業年度の後半に集中します。ついて

は、製造原価の発生並びに売上高、業務損益の増加が事業年度の後半に集中する季節変動が生じています。 

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用しています。この結果、当第２四半期連結累計期間

における売上高、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第２四半期連結累計期間と比較し

て大きく増加しています。また、前年同期比等は、記載しておりません。 

不動産賃貸事業については、前期から引き続き、当社と取得時の賃借人との間で賃貸借契約を締結して

いることから賃貸収入が発生しました。その結果、売上高は46百万円、うち外部顧客への売上高は３百万

円となり、セグメント営業利益は31百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

①資産・負債および純資産の状況 

（資 産） 

総資産は前連結会計年度末に比べて８億 47百万円増加し、102億 51百万円となりました。これは主に、

業務処理量の増加を受けて完成工事未収入金及び契約資産が 23 億４百万円増加した一方で、運転資金や

納税支出等によって現金及び預金が７億 22 百万円、収益認識会計基準の適用によって未成業務支出金が

５億 99 百万円それぞれ減少したことによるものです。 

（負 債） 

負債は前連結会計年度末に比べて６億 50 百万円増加し、48 億 28 百万円となりました。これは主に、
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短期借入金が 11 億円、業務未払金が３億 20 百万円、それぞれ増加する一方で、未払消費税等のその他流

動負債が４億 41 百万円、納税の支払いによる未払法人税等が２億 19 百万円、未成業務受入金が１億 95

百万円それぞれ減少したことによるものです。 

（純資産） 

純資産は前連結会計年度末に比べて１億97百万円増加し、54億22百万円となりました。これは主に、利

益剰余金の増加１億37百万円によるものです。 

  ②キャッシュ・フローの状況 

    現金および現金同等物（以下「資金」という）は、14 億 80 百万円となりました。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    使用した資金は 17億 17 百万円となりました（前年同期は 11億 21 百万円の使用）。これは主に、売上債

権 15 億 87 百万円の増加、業務未払金（仕入債務）３億 20 百万円の増加並びに法人税等支払額３億 12 百

万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

使用した資金は５百万円となりました（前年同期は３億 33 百万円の使用）。これは主に、OA 機器等の有

形固定資産の取得による支出 91 百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

獲得した資金は 10 億円となりました（前年同期は８億 58 百万円の獲得）。これは主に、運転資金として

の短期借入金が 11 億円増加し、前期の配当金を 94 百万円支払ったことによるものです。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

2021 年８月 10 日に公表しました通期業績予想に修正はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,203,039 1,480,609

完成工事未収入金 1,334,994 ―

完成工事未収入金及び契約資産 ― 3,639,186

未成業務支出金 599,012 ―

その他 105,455 107,653

貸倒引当金 △5,281 △5,281

流動資産合計 4,237,220 5,222,168

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,512,261 1,491,516

土地 2,238,977 2,238,977

その他（純額） 191,976 227,243

有形固定資産合計 3,943,215 3,957,737

無形固定資産

のれん 278,560 262,642

その他 30,148 27,406

無形固定資産合計 308,708 290,048

投資その他の資産

退職給付に係る資産 431,536 414,255

その他 487,820 371,986

貸倒引当金 △4,500 △4,500

投資その他の資産合計 914,856 781,742

固定資産合計 5,166,780 5,029,529

資産合計 9,404,000 10,251,698
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 304,017 624,438

短期借入金 ― 1,100,000

１年内返済予定の長期借入金 650,000 650,000

未払法人税等 288,464 68,548

未成業務受入金 518,221 322,708

賞与引当金 17,694 128,498

受注損失引当金 24,141 23,300

その他 799,744 358,165

流動負債合計 2,602,284 3,275,659

固定負債

長期借入金 1,304,690 1,300,000

退職給付に係る負債 79,002 65,745

その他 192,345 187,569

固定負債合計 1,576,038 1,553,315

負債合計 4,178,322 4,828,975

純資産の部

株主資本

資本金 400,000 400,000

資本剰余金 883,250 901,207

利益剰余金 4,220,188 4,357,624

自己株式 △245,965 △212,071

株主資本合計 5,257,473 5,446,760

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,358 11,365

退職給付に係る調整累計額 △40,154 △35,402

その他の包括利益累計額合計 △31,795 △24,036

純資産合計 5,225,678 5,422,723

負債純資産合計 9,404,000 10,251,698
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年７月１日
　至 2020年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 1,675,711 3,937,526

売上原価 1,256,131 2,908,480

売上総利益 419,580 1,029,046

販売費及び一般管理費 781,866 773,112

営業利益又は営業損失（△） △362,286 255,934

営業外収益

受取利息 24 31

受取配当金 890 960

受取保証料 3,625 ―

保険返戻金 4,742 11,282

助成金収入 11,370 ―

雑収入 1,989 1,108

その他 889 515

営業外収益合計 23,533 13,898

営業外費用

支払利息 8,936 6,444

固定資産除却損 ― 588

その他 717 0

営業外費用合計 9,654 7,032

経常利益又は経常損失（△） △348,408 262,799

特別利益

固定資産売却益 100 34

特別利益合計 100 34

特別損失

減損損失 266,000 ―

特別損失合計 266,000 ―

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△614,307 262,834

法人税、住民税及び事業税 6,961 120,572

法人税等調整額 △113,118 △6,708

法人税等合計 △106,156 113,864

四半期純利益又は四半期純損失（△） △508,150 148,969

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△508,150 148,969
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年７月１日
　至 2020年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △508,150 148,969

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,214 3,007

退職給付に係る調整額 1,099 4,751

その他の包括利益合計 2,314 7,758

四半期包括利益 △505,836 156,728

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △505,836 156,728

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年７月１日
　至 2020年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年７月１日
　至 2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△614,307 262,834

減価償却費 74,431 72,242

のれん償却額 30,296 15,917

減損損失 266,000 ―

賞与引当金の増減額（△は減少） 132,831 110,803

受取利息及び受取配当金 △24 △991

支払利息 8,936 6,444

売上債権の増減額（△は増加） 490,704 △1,587,608

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,287,908 ―

仕入債務の増減額（△は減少） △40,716 320,421

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 20,426 24,116

その他 49,973 △623,167

小計 △869,356 △1,398,988

利息及び配当金の受取額 24 991

利息の支払額 △9,070 △6,558

法人税等の支払額 △261,490 △312,823

法人税等の還付額 18,179 46

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,121,713 △1,717,331

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △316,463 △91,355

有形固定資産の売却による収入 90 38

子会社株式の取得による支出 △12,226 ―

貸付けによる支出 △4,444 △200

その他 △379 85,982

投資活動によるキャッシュ・フロー △333,423 △5,535

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,050,000 1,100,000

長期借入金の返済による支出 △18,000 △4,690

社債の償還による支出 △73,000 ―

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△9,055 ―

配当金の支払額 △106,530 △94,014

自己株式の売却による収入 17,604 358

自己株式の取得による支出 △957 △605

リース債務の返済による支出 △2,059 △671

財務活動によるキャッシュ・フロー 858,002 1,000,377

現金及び現金同等物に係る換算差額 481 59

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △596,653 △722,429

現金及び現金同等物の期首残高 1,890,503 2,203,039

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 17,909 ―

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,311,759 1,480,609
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（収益認識基準に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしまし

た。これにより、従来、進捗部分について成果の確実性が認められる業務については工事進行基準を、

その他の業務については完成基準を採用していましたが、一定期間にわたり履行義務が充足に係る進捗

度を見積り、一定期間にわたる収益を認識し、一時点で履行義務が充足される契約については履行義務

を充足した時点で収益を認識しています。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、予想さ

れる原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算定しています。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的

影響額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を

適用しています。ただし、収益認識会計基準第 86 項に定める方針を適用し、第１四半期連結会計期間

の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方

針を遡及適用していません。また、収益認識会計基準第 86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１

四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の

契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金

に加減しています。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 22億 76百万円増加し、売上原価は 18億 13 百万円

増加しています。また、利益剰余金の当期首残高は 82 百万円増加しています。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表

示していた「完成工事未収入金」は、第１四半期連結会計期間より「完成工事未収入金及び契約資産」

に含めて表示しています。なお、収益認識会計基準第 89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連

結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。 

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号 2020 年３月 31 日）第 28-15 項

に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分

解した情報を記載していません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44-2 項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。なお、

四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

Ⅰ．前第２四半期連結累計期間（自 2020 年７月１日 至 2020 年 12 月 31 日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報               （単位：千円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）1 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）2 

 建設コンサル

タント事業 

不動産 

賃貸事業 
計 

売上高      

 外部顧客への売上高 1,671,851 3,860 1,675,711 － 1,675,711 

 セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 10,200 10,200 △10,200 － 

計 1,671,851 14,060 1,685,911 △10,200 1,675,711 

セグメント利益又は損

失（△） 
△353,476 △8,810 △362,286 － △362,286 

（注）１．売上高の調整額△10,200 千円は、セグメント間の取引消去です。 

   ２．セグメント損失の合計額は、連結損益計算書の営業損失と一致しています。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

「建設コンサルタント事業」セグメントにおいて、開発途上国向け建設コンサルタント事業を主要業務

とする当社の連結子会社である株式会社地球システム科学について、新型コロナウイルス感染症拡大によ

る海外渡航制限等の外部環境の悪化並びにその継続を踏まえて今後の計画を見直した結果、当初想定され

ていた収益見込み期間のずれが予想される見込みとなりました。 

そのため、前第２四半期連結累計期間において、同社に係るのれんの減損損失として 266,000 千円を特

別損失に計上しています。 

 

（のれんの金額の重要な変動） 

上記（固定資産に係る重要な減損損失）で記載したとおり、「建設コンサルタント事業」において、のれ

んを減損しております。 

 

Ⅱ．当第２四半期累計期間（自 2021 年７月１日 至 2021 年 12 月 31 日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報               （単位：千円） 

 報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ 

 建設コンサル

タント事業 

不動産 

賃貸事業 
計 

売上高      

 外部顧客への売上高 3,933,707 3,819 3,937,526 － 3,937,526 

 セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 43,008 43,008 △43,008 － 

計 3,933,707 46,827 3,980,535 △43,008 3,937,526 

セグメント利益 224,793 31,140 255,934 － 255,934 

（注）１．売上高の調整額△43,008 千円は、セグメント間の取引消去です。 

   ２．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しています。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 
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３．報告セグメントの変更等に関する事項 

（会計方針の変更）に記載のとおり、収益認識会計基準等を第１四半期連結会計期間の期首から適

用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益又は損失の測定方法を

同様に変更しています。 

なお、当該変更は、主に建設コンサルタント事業の売上高に影響しています。 

 

(追加情報) 

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りに与える影響） 

当第２四半期連結累計期間において、新たな追加情報の発生および前連結会計年度の有価証券報告書

の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な  

変更はありません。 

ただし、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、当第２四半期連結累計期 

間以降に重要な会計上の見積りおよび判断に影響を及ぼす可能性があります。 
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３. 補足情報  

建設コンサルタント事業における生産、受注および販売の状況 

前年同連結会計期間と比較した事業分野ごとの販売および受注実績は以下のとおりです。なお、受注高

には前期からの繰越高を含んでいます。 

    

①  販 売 実 績                                       （単位：千円、単位未満切捨て） 

                    期  別 

 

事業分野 

前第２四半期連結累計期間 

(
自 2020年 7月 1日
至 2020年12月31日

 ) 

当第２四半期連結累計期間

(
自 2021年 7月 1日
至 2021年12月31日

 ) 

金 額 金 額 

建設コンサ

ルタント 

モビリティ形成事業 320,089  1,342,808  

環境、都市・地域創生事業 399,891  771,056  

社会インフラ、防災事業 951,870  1,819,843  

合 計 1,671,851  3,933,707  

       

建設コンサルタント事業における当連結会計期間の国内・海外での販売実績は以下のとおりです。 

建設コンサ

ルタント 

国内 1,543,161  3,588,503  

海外 128,690  345,204  

合計 1,671,851  3,933,707  

 

②  受 注 実 績                                   （単位：千円、単位未満切捨て） 

                     期  別 

 

 

事業分野 

前第２四半期連結累計期間 

(
自 2020年 7月 1日
至 2020年12月31日

 ) 

当第２四半期連結累計期間 

(
自 2021年 7月 1日
至 2021年12月31日

 ) 

受注高 繰越残高 受注高 繰越残高 

金 額 金 額 金 額 金 額 

 
建設コンサ

ルタント 
 

モビリティ形成事業 2,498,286 2,178,196 2,695,811 1,353,003 

環境、都市・地域創生事業 1,603,797 1,203,905 1,490,965 719,909 

社会インフラ、防災事業 4,227,915 3,276,044 4,954,901 3,135,058 

合   計 8,329,998 6,658,147 9,141,679 5,207,971 

       

    建設コンサルタント事業における当連結会計期間の国内・海外での受注実績は以下のとおりです。 

建設コンサ

ルタント 

国内 7,336,716 5,793,556 7,595,271 4,006,767 

海外 993,282 864,591 1,546,408 1,201,204 

合計 8,329,998 6,658,147 9,141,679 5,207,971 

（注）当連結会計期間の受注高は、当連結会計年度の期首から適用した会計方針の変更（収益認識会計基準

等）の影響を受けており、その額は 716,583 千円です。 
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【建設コンサルタント事業分野の業務内容】  

  事業分野 業務内容 

モビリティ形成事業 

人やモノの移動に関する調査・解析、需要予測・分析、シミュレ

ーション技術を活かして、快適で効率的な「移動」を実現するた

めの施策の提案、交通施設の整備・改善等に関するコンサルティ

ングサービスを提供します。 

環境、都市・地域創生事業 

自然環境や社会環境に関する調査・分析・評価、各種の計画策定

技術を活かして、環境の維持・保全・改善に関するコンサルティ

ングサービスを提供します。海外の水資源開発、管理のコンサル

ティングサービスを通じて国際貢献に参画しています。 

人口減少を伴う少子高齢化、地域経済の衰退等の都市や地域の課

題解決に向けた各種計画策定、各種施設計画策定、公共サービス

への民間活力導入支援等のコンサルティングサービスを提供し

ます。 

社会インフラ、防災事業 

国内外での新幹線プロジェクト、高速道路・一般道路、各種構造

物の新設のための計画・設計、事業管理・施工管理等に関するコ

ンサルティングサービスを提供します。 
鉄道や道路の構造物に関する点検・試験・診断・監視・予測・補

修設計の技術を活かし、老朽化したインフラの保全、長寿命化等

のコンサルティングサービスを提供します。 
新たな地域開発や鉄道・道路整備に関する防災対策計画、地

震、豪雨災害に備える防災施設の整備計画、被災地の緊急復

旧、被災後の復興事業計画・設計などのコンサルティングサー

ビスを提供します。 
 

 

  以上 
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